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2018年9月期 第1四半期 決算トピックス 

事業進捗 

■ 第1四半期として、過去最高の売上高、利益を更新 
  通期の業績予想に対して、事業進捗は順調 
  売上高             764億円 (前年同期比:  9.0％増） 

  営業利益          96億円 (   〃    :11.3％増） 
  親会社株主に帰属する 

  四半期純利益        65億円 (   〃    :13.6％増） 
 

 戸建関連事業は､新築マンションに対する価格優位性もあり、販売は堅調 

 マンション事業は、今期引渡予定物件の契約率は80％超と順調 

 収益不動産事業は、金融緩和を背景として好調 

業績予想 

■ 6期連続過去最高の売上高、利益の更新を目指す 
 

  売上高          3,800億円 (前期比:24.7％増） 
  経常利益          435億円 (  〃  :20.4％増） 
  親会社株主に帰属する 

  当期純利益         300億円 (  〃  :21.0％増） 
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連結損益計算書概要 

 第１四半期として、過去最高の売上高、利益を更新 

 通期業績予想の達成に向け、計画通りに進捗 
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（単位：百万円） 

  

2017.9期 1Q 
(2016/10-12)  

2018.9期 1Q 
(2017/10-12)  

増減  
実績  売上対比  実績  売上対比  

売上高  70,135 - 76,461 - 9.0% 

売上総利益  12,728 18.1% 14,661 19.2% 15.2% 

 販売費及び一般管理費  4,076 5.8% 5,027 6.6% 23.3% 

営業利益  8,652 12.3% 9,633 12.6% 11.3% 

 営業外収益  390 0.6% 53 0.1% △86.3% 

 営業外費用  262 0.4% 296 0.4% 12.7% 

経常利益  8,779 12.5% 9,391 12.3% 7.0% 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益  5,738 8.2% 6,517 8.5% 13.6% 
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セグメント情報（売上高・営業利益） 

 売上高は、収益不動産、マンション及びアメリカ不動産販売が順調 

 営業利益は、収益不動産が伸長したほか、マンションが改善 
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2017.9期 1Q 
(2016/10-12)  

2018.9期 1Q 
(2017/10-12)  増減 

売上高 
実績 構成比 実績 構成比 

70,135 100.0% 76,461 100.0% 9.0% 

 戸建関連事業 *1 47,136 67.2% 44,341 58.0% △5.9% 

 マンション事業 1,570 2.2% 4,487 5.9% 185.8% 

 収益不動産事業  21,336 30.4% 25,291 33.1% 18.5% 

 その他（アメリカ不動産含む） 95 0.1% 2,347 3.1% +2,251百万円 

 調整額 △3 - △5 - - 

営業利益 
実績 売上対比 実績 売上対比 増減 

8,652 12.3% 9,633 12.6% 11.3% 

 戸建関連事業 6,615 14.0% 5,603 12.6% △15.3% 

 マンション事業 △184 - 121 2.7% +305百万円 

 収益不動産事業 2,442 11.4% 3,737 14.8% 53.1% 

 その他（アメリカ不動産含む） ０ 0.7% 389 16.6% +389百万円 

 調整額 △221 - △218 - - 

*1 2018.9期より、製販一体のビジネスモデルをさらに強固にするため、「仲介事業」「戸建事業」「オープンハウス・アーキテクト」を「戸建関連事業」に集約 

（単位：百万円） 
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戸建関連事業（全体） 

 第１四半期は売上高が前年同期を下回ったものの、通期業績に対して計画通りに進捗 

 戸建の販売は好調に推移し、仲介契約件数は前年同期比29.8%増 
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2017.9期 1Q  
(2016/10-12) 

2018.9期 1Q 
 (2017/10-12) 増 減  

売上高 47,136 44,341 △5.9% 

売上総利益 9,160 8,436 △7.9% 

売上総利益率 19.4% 19.0% △0.4pt 

営業利益 6,615 5,603 △15.3% 

営業利益率 14.0% 12.6% △1.4pt 

  前提：2018.9期からのセグメント変更に伴い、 2017.9期 1Qは変更後のセグメントに組み替えた数値を記載 

（単位:百万円） 
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 大都市における転入超過数の推移（人）  四半期毎の仲介契約件数 
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2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

56  

75  71  

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

18.8  19.7  19.3  

戸建関連事業（①戸建） 

 建売は、一時的に第１四半期に引渡を迎える物件が前年同期に比べて減少したものの、 

  土地、請負の引渡件数は、前年同期を上回り、堅調に推移 
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2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 
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（単位:万円） 

東京都区部新築マンションと当社戸建(建売)の平均価格推移 

年度：マンションは暦年、当社戸建は前年10月～当年９月、名古屋除く首都圏対象 
    * 2017年のマンションは 1-12月、2018年の当社は 2017年10-12月 

出所：国土交通省・土地総合ライブラリー   「不動産市場動向マンスリーレポート 」  

（販売形態別） 2016.9期 1Q 
(2015/10-12)  

2017.9期 1Q 
 (2016/10-12)  

2018.9期 1Q  
 (2017/10-12)  

増 減  

建 
 
売 

売上高 11,460 15,595 11,666 △25.2% 

引渡件数 251棟 357棟 267棟 △90棟 

土
  

地 

売上高 15,559 19,437 21,147 8.8% 

引渡件数 325棟 443棟 492棟 49棟 

請 
 
負 

売上高 3,154 3,074 3,780 23.0% 

引渡件数 204棟 202棟 262棟 60棟 

 その他 売上高 35 108 138 28.2% 

合 
 
計 

売上高 30,209 38,215 36,733 △3.9% 

売上総利益 5,678 7,515 7,101 △5.5% 

売上総利益率 18.8% 19.7% 19.3% △0.3pt 

引渡件数 
(建売+土地) 576棟 800棟 759棟 △41棟 

売上総利益率（％） 

東京都区部新築マンション平均価格 

当社戸建(建売)平均価格 

（単位:百万円） 
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2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

83 
90 

80 

* 2016.9期 1Q 
(2015/10-12)  

2017.9期 1Q  
 (2016/10-12)  

2018.9期 1Q  
 (2017/10-12)  

増 減  

売上高 8,346 9,093 8,080 △11.1% 

売上総利益 1,123 1,265 955 △24.4% 

売上総利益率 13.5% 13.9% 11.8% △2.1pt 

引渡件数 *1 
583棟 
(75棟) 

632棟 
(105棟) 

609棟 
(141棟) 

△23棟 
(36棟) 

戸建関連事業（②建築請負（旧オープンハウス・アーキテクト）） 

 契約件数は20.6％増と好調に推移、特にＯＨＤ向け契約件数は94.5%増 

 不動産事業等を縮小し、主力事業の法人向け建築請負に注力  
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*1 法人向け建築請負における引渡件数 
   （*下段:内、OHD(株式会社オープンハウス･ディベロップメント)向け棟数） 2016.9期 1Q 2017.9期 1Q 2018.9期 1Q 

116 145 

282 

2016.9期 1Q 2017.9期 1Q 2018.9期 1Q 

684 718 
866 

20.6%増 94.5%増 

*2 各期とも、期間内に受注した建築請負の契約件数を集計 

売上高（億円） 引渡件数（棟） 売上総利益（億円） 売上総利益率（％） 

全社契約件数（棟） *2 内､OHD向け契約件数（棟） 

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

11  12  
9  

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

13.5 13.9 
11.8 

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

583 
632 609 

（単位:百万円） 
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2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

1  
2  
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2016.9期 1Q 
(2015/10-12)  

2017.9期 1Q  
 (2016/10-12)  

2018.9期 1Q  
 (2017/10-12)  

増 減 

売上高 1,063 1,570 4,487 185.8% 

売上総利益 178 233 842 260.1% 

売上総利益率 16.8% 14.9% 18.8% 3.9pt 

営業利益 △171 △184 121 +305百万円  

営業利益率 - - 2.7% - 

引渡件数 15戸 32戸 90戸 58戸 

マンション事業 

 戸建を購入されない単身者等を対象に､ コンパクトタイプのマンションへの取り組みを強化 

 今期引渡予定物件の契約率は80％超と、販売が順調（2018年1月末現在） 

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

10 
15 

44 

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

15 

32 

90 

売上高（億円） 引渡件数（戸） 売上総利益（億円） 

9 

営業利益（億円） 

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

△1 △1 

1 

（単位:百万円） 

名称 戸数 平均価格 

オープンレジデンシア麻布六本木 34 7,000万円台 

オープンレジデンシア吉祥寺御殿山 16 7,000  〃  

オープンレジデンシア御茶ノ水 21 6,000  〃  

オープンレジデンシア本郷三丁目 22 5,000  〃  

2018年9月期の主な引渡物件 
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2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

39  

24  

37  

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

47  

32  

48  

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

213 213 
252 

売上高（億円） 引渡件数（件） 売上総利益（億円） 営業利益（億円） 

2016.9期 1Q  
(2015/10-12)  

2017.9期 1Q  
 (2016/10-12)  

2018.9期 1Q  
 (2017/10-12)  

増 減 

売上高 21,366 21,336 25,291 18.5% 

売上総利益 4,769 3,262 4,811 47.5% 

売上総利益率 22.3% 15.3% 19.0% 3.7pt 

営業利益 3,911 2,442 3,737 53.1% 

営業利益率 18.3% 11.4% 14.8% 3.3pt 

引渡件数 47件 48件 61件 13件  

収益不動産事業 

 金融緩和政策の継続を背景として、収益不動産に対する需要は高い 

 売上高が伸び、売上総利益率も高水準で、第１四半期業績の下支えとなった 
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62 

15 

34 

マンション 

オフィスビル 

複合等 

用 途 
N=111 

14 

80 

17 

1億円以下 

1億円超~5億円以下 

5億円超 

規 模 
N=111 

   (金額は、2017年12月末簿価ベース) 
 

保有物件内訳（件）（2017年12月末） 

61 

10 

33 

7 

東京都 神奈川県 

関西・中部 その他 

地 域 
N=111 

（単位:百万円） 

2016.9期1Q 2017.9期1Q 2018.9期1Q 

47 48 
61 
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販売費及び一般管理費、営業外収益・費用 
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  2017.9期 1Q 
(2016/10-12)  

2018.9期 1Q 
(2017/10-12)  

増減  

実績  売上対比  実績  売上対比  

販売費及び 
一般管理費  

4,076 5.8% 5,027 6.6% 951 

 人件費  1,115 1.6% 1,310 1.7% 195 

 販売手数料  587 0.8% 768 1.0% 180 

 事務所維持費  566 0.8% 667 0.9% 101 

 広告宣伝費  307 0.4% 356 0.5% 49 

 販売促進費  182 0.3% 302 0.4% 119 

 その他  1,316 1.9% 1,622 2.1% 305 

  2017.9期 1Q 
(2016/10-12)  

2018.9期 1Q 
(2017/10-12)  

増減  

  実績  売上対比  実績  売上対比    

営業外収益  390 0.6% 53 0.1% △337 

 為替差益  316 0.5% - - △316 

 その他  73 0.1% 53 0.1% △20 

営業外費用  262 0.4% 296 0.4% 33 

 支払利息  212 0.3% 258 0.3% 45 

 支払手数料  8 0.0% 1 0.0% △6 

 為替差損  - - 5 0.0％ 5 

 その他  41 0.1% 30 0.0% △11 

（単位：百万円） 
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2017.9期末  2018.9期 1Q末 増減 

 自己資本比率 32.3% 33.1% 0.8pt 

連結貸借対照表 
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2017.9期末  
(2017/9) 

2018.9期 1Q末 
(2017/12) 

増減  

流動資産 248,429 257,177 8,747 

 現金及び預金 90,910 82,185 △8,725 

 たな卸資産 144,894 160,214 15,320 

 その他 12,625 14,777 2,152 

固定資産 8,255 7,124 △1,131 

 有形固定資産 3,113 3,135 22 

 無形固定資産 1,299 1,244 △55 

 投資その他の資産 3,841 2,744 △1,097 

繰延資産 51 49 △2 

資産合計 256,736 264,350 7,613 

2017.9期末  
(2017/9) 

2018.9期 1Q末 
(2017/12) 

増減  

負債 173,357 176,401 3,044 

 流動負債 82,613 87,702 5,089 

 固定負債 90,743 88,698 △2,045 

純資産  83,379 87,948 4,569 

 株主資本  82,902 87,466 4,564 

 評価・換算差額等  477 481 4 

負債純資産合計  256,736 264,350 7,613 

（単位：百万円） 
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たな卸資産の状況 
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2015.9期末 
(2015/9) 

2016.9期末 
(2016/9) 

2017.9期末 
(2017/9) 

2018.9期 1Q末 
(2017/12) 

（構成比） 増減 

戸建関連 54,497 57,633 61,667 74,923 46.8% 13,256 

マンション 13,101 20,422 40,291 41,836 26.1% 1,544 

収益不動産 34,586 38,838 38,871 37,633 23.5% △1,238 

その他 428 651 4,064 5,822 3.6% 1,757 

  合計 102,614 117,546 144,894 160,214 100.0% 15,320 

（単位：百万円） 

0 

500 

1,000 

1,500 

4Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 

2015.9期 2016.9期 2017.9期 2018.9期 
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345 388 374 348 371 388 376 

131 
204 284 337 394 402 418 

544 

576 
544 557 

604 
616 

749 
1,026 

1,175 1,212 
1,253 

1,379 
1,448 

1,602 
（億円） 合計 戸建関連 

マンション 収益不動産 

その他 
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連結業績予想 

 売上高は、前期比24.7％増の3,800億円を計画 

 ６期連続過去最高の売上高、利益の更新を目指す 

（単位：百万円） 

2016.9期 
(2015/10-2016/9) 

2017.9期 
(2016/10-2017/9) 

2018.9期 
(2017/10-2018/9) 

実績 実績 増減 予想 増減 

売上高 247,210 304,651 23.2% 380,000 24.7% 

営業利益 31,320 37,617 20.1% 44,700 18.8% 

経常利益 29,154 36,131 23.9% 43,500 20.4% 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 18,709 24,797 32.5% 30,000 21.0% 
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2016.9期 
(2015/10-2016/9) 

2017.9期 
(2016/10-2017/9) 

2018.9期 
(2017/10-2018/9) 

実績 実績 増減 予想 増減 

１株当たり当期純利益 332.08 443.41  - 537.73 - 

１株当たり配当金 
(内､１株当たり中間配当金) 

50.00   65.00 
   （30.00） 

  15.00   
   （30.00） 

  92.00 
   （46.00） 

  27.00 
  （16.00）  

配当性向 15.1% 14.7% - 17.1% - 

（単位：円 銭） （１株当たり指標、配当性向）  
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2016.9期 

(2015/10-2016/9) 

2017.9期 
(2016/10-2017/9) 

実績 実績 増減 

売上高合計 247,210 304,651 23.2% 

 仲介事業 8,528 10,197 19.6% 

 戸建事業 119,563 151,998 27.1% 

 オープンハウス・ 
 アーキテクト  37,625 39,154 4.1% 

 マンション事業 19,059 26,480 38.9% 

 収益不動産事業 72,801 88,976 22.2% 

 その他 455 1,825 300.9% 

 調整額 △10,822 △13,981 - 

2017.9期 

(2016/10-2017/9) 

2018.9期 
(2017/10-2018/9) 

実績 予想 増減 

売上高合計 304,651 380,000 24.7% 

 戸建関連事業 
 （仲介） 
 （戸建） 
 （建築請負）    

 

188,475 226,000 19.9% 

 マンション事業 26,480 43,500 64.3% 

 収益不動産事業  88,976 100,000 12.4% 

 その他 1,825 11,000 502.6% 

 調整額 △1,105 △500 - 

連結業績予想（セグメント別売上高） 

 製販一体のビジネスモデルをさらに強固にするため、仲介事業、戸建事業及び 

  オープンハウス・アーキテクトを、戸建関連事業セグメントに集約 
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（単位：百万円） （セグメント変更前） （セグメント変更後） 

* 戸建関連事業＝仲介+戸建＋オープンハウス・アーキテクト - 内部取引調整額（12,875百万円） 

*  

旧オープンハウス・アーキテクト 



２．2018年9月期 連結業績予想 

株主還元 

 2018年９月期の１株当たり配当金は、27.00円増配の92.00円 

 配当による株主還元を重視し、配当性向は17.1%に引き上げ 
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優待の内容 継続保有3年未満 継続保有3年以上 

 当社仲介または当社グループが 
 販売する住宅購入時の優待 

100,000円 

キャッシュバック 

300,000円 

キャッシュバック 

 クオカードの進呈 3,000円分 5,000円分 

対象  毎年９月30日を基準日として、当社普通株式１単元（100株）以上をお持ちの株主様 
     継続保有は、2015年９月30日を起算日として、当社普通株式１単元（100株）以上かつ３年以上継続保有の株主様 

 株主優待制度 

12.50  20.00  30.00  
50.00  

 65.00 
*( 30.00)  

 92.00 
*(46.00)  

8.7% 

14.5% 
13.5% 

15.1% 14.7% 
17.1% 

0.0% 

5.0% 

10.0% 

15.0% 

20.0% 

0.00  

50.00  

100.00  

2013.9期 2014.9期 2015.9期 2016.9期 2017.9期 2018.9期（予想） 

一株当たり配当金 配当性向 

１株当たり配当金の推移 

注） １株当たり配当金は、2015年７月１日付で１株につき２株の株式分割を実行したため、2013年9月期の期首に当該分割が行われたと仮定して算定 
    2018.9期の期末配当金については、2018年12月開催予定の当社定時株主総会に付議する予定、 *（ ）内には内数で中間配当金額を記載 

（円 ） 



３．足元の取り組み 



３．足元の取り組み 

営業センターの展開状況 

 2017年10月 浦和、鶴見営業センターを開設 

 2018年 １月 浦和中央、元住吉営業センターを開設し、計29営業センターを展開 
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エリア別営業センター数 

2016.9期 
(2015/10-
2016/9) 

2017.9期 
(2016/10-
2017/9) 

2018.9期 
1Q 

(2017/10-12) 

2018年 
２月14日 
現在 

東京都 13 16 16 16 

神奈川県 5 7 8 9 

愛知県 - 2 2 2 

埼玉県 - - 1 2 

合 計 18 25 27 29 

北千住 

西葛西 

錦糸町南 

川崎 

中野 
池袋 

赤羽 

桜新町 

渋谷 
笹塚 

吉祥寺 

自由が丘 

横浜 

新横浜 

溝の口 

蒲田 

練馬 

錦糸町北 
日暮里 

大井町 

綱島 

武蔵小杉 

上大岡 

鶴見 

浦和 

＜東京圏＞ 

＜名古屋圏＞ 

栄 本山 

浦和 
中央 

元住吉 

浦和営業センター 



３．足元の取り組み 

名古屋圏における事業の進捗状況 

 名古屋市においても、都市型の3階建戸建住宅の販売は好調 

 名古屋圏第１弾のマンション オープンレジデンシア葵は完売 
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オープンレジデンシア名古屋栄 完成予想図 

各事業の進捗状況 
 

＜戸建関連＞ 
 ･2016年10月 
  名古屋圏初となる栄営業センターを開設 
  
 ・2017年７月 
  本山営業センターを開設 
  計２店舗体制で営業活動を展開 
  
 ･仕入、販売とも想定通りの進捗 
 

＜マンション＞ 
 ･2017年９月 
  「名古屋総合マンションギャラリー」をオープン 
  名古屋圏第１弾「オープンレジデンシア葵」販売開始 
 

 ・2017年12月 
  「オープンレジデンシア葵」 全32戸を早期に完売 
 
 ・2018年２月 
  第２弾「オープンレジデンシア名古屋栄」販売開始 
 

オープンレジデンシア名古屋栄 
 

販売開始：2018年２月中旬 

所在地  ：名古屋市中区栄二丁目 

アクセス ：地下鉄東山線・鶴舞線「伏見」駅徒歩３分他 

構造・規模：鉄筋コンクリート造  

        地上15階 

総戸数  ：90戸 

引渡予定：2019年８月 

 



３．足元の取り組み 

アメリカ不動産事業（その他セグメント） 

 日本の富裕層に対して、アメリカ不動産投資に関するワンストップサービスを開始 

 通期の売上高目標100億円に対して、第１四半期は仕入、販売とも順調に進捗 
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 ワンストップサービスの内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 進捗状況 
   
  ・仕入、販売ともに想定通りに進捗 
   
  ・現地での物件管理棟数は200棟超 

 取扱物件例 

物件選定 

資金調達 

購入手続 

物件管理 

金融機関の紹介
のほか､当社グ
ループからの融資
も可能 

現地の当社グ
ループ拠点にて
選定した物件を
提供 

契約から取引の
完了までをサポー
ト 

現地の物件管
理を当社が対応 
物件売却時も当
社がサポート 

場所：米国テキサス州、価格：33百万円（304千$）、築年：1983年 
延床面積：171㎡（1,842Sqft）、敷地面積：633㎡（6,820Sqft） 
（前提：1$=¥110にて換算）    



３．足元の取り組み 

新CMキャラクターに長瀬智也さんを起用 

 2018年１月より、新たなCMキャラクターに、TOKIOの長瀬智也さんを起用 

 新TV-CF「夢見る小学生 転校生」篇、 「夢見る小学生ナイショ話」篇の放送を開始 
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 新TV-CFの概要   「夢見る小学生 転校生」篇 ストーリー 

     

「夢見る小学生 ナイショ話」篇に続く 

2018年１月より 関東エリア、中京エリアにて放送 

とある小学校、四年二組の朝礼。担任の中村先生に

「転校生の長瀬くんです」と紹介され、教室に入ってきた

のは、小学四年生にしては少しだけ大柄で、髪もオール

バックにバッチリキメた長瀬くん。 

「長瀬です。10 歳、さそり座、好きな言葉は“男らし

く”。夢は、大人になったら戸建てを持つこと」と自己紹

介をすると、その大人びた言動にクラスメートたちはざわ

めきます。 

「戸建てだってー！」「変なのー！」「“コダテ”って何？」

と、一向に収まらない笑い 声に、「笑 わ な い！」 と立

ち上がったのは学級委員長の清野ちゃん。 

「戸建てを持つ」と堂々と夢を語る長瀬くんに、ちょっと興

味を持った清野ちゃん。一方長瀬くんも、自分をかばう

ために声をあげてくれた清野ちゃんのことが気になり始め

たのでした・・・。  

CMギャラリー リンク先 

https://oh.openhouse-group.com/company/cm/ 

■出演 

    長瀬くん   ： 長瀬 智也さん 

    清野ちゃん  ： 清野 菜名さん 

    担任の先生 ： 中村 靖日さん 



４．（参考）中期経営計画 



４．（参考）中期経営計画 

969 
1,121 

1,793 

2,472 

3,046 

3,800 4,300 

5,000 

361 

600 

247 

400 

0 

200 

400 

600 

800 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

利益（億円） 売上高（億円） 
売上高合計 

その他 

収益不動産 

マンション 

戸建関連 

経常利益 

当期純利益 

中期経営計画  Ｈｏｐ Ｓｔｅｐ ５０００ 
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注 戸建関連：仲介、戸建、オープンハウス・アーキテクト、調整額を含む 
   損益計画は既存事業をベースに策定し、海外事業、新規事業、Ｍ＆Ａ等は織り込まず 

海外事業 
新規事業 

  2013.9期 2014.9期 2015.9期 2016.9期 2017.9期 
2018.9期 
（予想） 

2019.9期 
（計画） 

2020.9期 
（計画） 

 戸建関連 611 692 1,167 1,550 1,873 2,255 2,670 3,190 

 マンション 271 257 200 190 264 435 600 750 

 収益不動産 69 165 417 728 889 1,000 1,020 1,050 

 その他 17 6 7 4 18 110 10 10 

売上高合計 969 1,121 1,793 2,472 3,046 3,800 4,300 5,000 

経常利益 91 128 202 291 361 435 500 600 

親会社株主に帰属する 

 当期純利益 
56 77 126 187 247 300 340 400 

海外事業 
新規事業 

海外事業、新規事業、M&A等は織り込まず 

2013.9-2017.9
売上高

CAGR:33.1% 

2017.9-2020.9
売上高

CAGR:18.0% 



４．（参考）中期経営計画 

基本方針、取組事項、資本政策 
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 基本方針 

 お客様が求める商品を提供し続けることで業績をあげ規模を拡大し、社会に必要とされる不動産会社となる 

 戸建関連事業を中心とする事業ポートフォリオの最適化を図り、さらなる企業価値の向上を目指す 

 取組事項 

(1)主力事業である戸建関連事業の競争力の強化 
  ・事業展開エリアの拡大（既存エリアに加え、愛知県、埼玉県等新規エリアへの展開を加速） 

  ・開発及び建設機能の強化（事業期間の短縮、建築コストの削減、ＩＴ活用による生産性改善等） 

  ・グループ経営の促進（当社の強みである製販一体体制のさらなる深耕） 

 

(2)外部環境の変化を踏まえた事業ポートフォリオの構築 
  ・マンション事業の拡大、再成長（利便性の高い都心立地で、成長の見込めるコンパクトタイプを中心に開発） 

  ・収益不動産事業の持続的成長（顧客の囲い込み、新築物件の開発等） 

  ・新たな事業への取り組み（富裕層向けアメリカ不動産投資サービスを本格化、Ｍ＆Ａの推進等 ） 

 

(3)企業の成長を支える経営基盤の強化  
  ・人材の採用（経営の最優先課題として、人・物・金の経営資源を積極的に投入）  
  ・経営を担う人材の育成（次世代マネジメント層の育成の強化）  

  ・働き方改革、ダイバーシティの推進（労働時間管理の適正化、子育て・介護の支援、外国人・障がい者の採用等） 

 資本政策 

資本効率と財務健全性の両立 
  ・高い資本効率の継続（ROE 30％水準の資本効率を目指す） 

  ・財務面の安全性を確保する健全な財務体質の維持（自己資本比率 30％以上を維持） 

  ・株主還元の強化（2020年9月期の配当性向 20％を目指し、配当性向を段階的に引き上げ） 



４．（参考）中期経営計画 

取組事項  定量目標 

 (1) 主力事業である戸建関連事業の競争力の強化 

 (2) 外部環境の変化を踏まえた事業ポートフォリオの構築 

 (3) 企業の成長を支える経営基盤の強化 
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（計画） 

2019.9期 

（計画） 

2020.9期 

（計画） 

（棟数） 
（１）戸建引渡棟数の推移 

戸建棟数：OHDとOHAの建売と請負棟数を合算（内部取引分は相殺） 
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（戸数） 

（２）②マンション引渡戸数の推移 
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（２）①収益不動産引渡件数の推移 
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2019.9期 

（計画） 

2020.9期 

（計画） 

（名） 

（３）人員数の推移 



４．（参考）中期経営計画 

資本政策 株主還元の強化（配当性向の引き上げ） 

 2020年9月期の配当性向 20％を目指し、配当性向を段階的に引き上げ 

 自己株式の取得は、財務体質、業績、株価の状況等を総合的に勘案し機動的に実施  
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12.50 
20.00 

30.00 

50.00 

65.00 

92.00 

8.7% 

14.5% 
13.5% 

15.1% 14.7% 

17.1% 

20.0% 

0.0% 

10.0% 

20.0% 

0  

200  

2013.9期 2014.9期 2015.9期 2016.9期 2017.9期 2018.9期 
（予想） 

2019.9期 
（計画） 

2020.9期 
（計画） 

（円） 

１株当たり配当金 

配当性向 

＜１株当たり指標の算定の前提＞ 
1.株式分割（2013年６月28日付１株につき1,000株、2015年７月１日付１株につき２株）が、2013年9月期の期首に行われたと仮定して算定 
2.2018.9期以降は、2017年９月末時点の株式数（発行済株式総数－自己株式）にて算出 



４．（参考）中期経営計画 

29,964 37,047 
47,453 

63,708 
82,971 

38.4% 
36.8% 

29.2% 

31.1% 
32.3% 
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2013.9期 2014.9期 2015.9期 2016.9期 2017.9期 2018.9期 
（計画） 

2019.9期 
（計画） 

2020.9期 
（計画） 

（百万円） 
自己資本 

自己資本比率 

ROE 

資本政策 高い資本効率と財務健全性の両立 

 高い資本効率の継続（ROE：30％水準） 

 財務面の安全性を確保する健全な財務体質の維持（自己資本比率：30％以上） 
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自己資本比率:30％以上 

ROE:30％水準 



５．（参考）当社のビジネスモデルと市場の評価 



５．（参考）当社のビジネスモデルと市場の評価 

当社のビジネスモデルの再確認 

 SPAは、生活必需品において、顧客のニーズを捉えた商品開発を行うことで成長を持続 

 当社は、都心部において実需に基づく戸建を提供する、戸建業界のSPAとなることが目標 

30 

仕入 建設 販売 当 社 土地売主 顧客 

仕入 生産 販売 顧客 SPA（製造小売） 原料ﾒｰｶｰ 

建設 ハウスメーカー 

仕入 建設 パワービルダー 土地売主 顧客 

土地保有の 

顧客 
顧客 

受注 納品 

仲介 

 当社は、販売会社として創業した後、徐々に事業領域を広げ、現在はSPAに近いビジネスモデルを展開している 

 戸建業界においては、建設を強みとする企業が多く、仕入から販売までを内製化している企業は少ない 

＜参考：戸建業界のビジネスモデル＞ 



５．（参考）当社のビジネスモデルと市場の評価 

不動産各社との生産性・効率性の比較 

 各業態別に収益性と効率性の関係には一定の傾向が見られる 

 当社の収益性・効率性の高さは、独自の製販一体体制に起因するもの 

31 前提：各社直近決算の年度末実績値と業績予想値から推計したため、公表数値とは異なる場合があります。 (2018年2月13日現在) 
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収益性と効率性の関係 
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（マンション・流動化） 
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SPA（製造小売） 



５．（参考）当社のビジネスモデルと市場の評価 

不動産各社に対する市場の評価 

 ROE：総合不動産 6～10％に集中、その他 6～22％と広く分散 
 PER ：総合不動産 11~23倍、その他 6～13倍に集中、対してSPA 28~36倍 
 現状、収益性・効率性、ROEとPERとの間の関係は低い 

32 前提：各社直近決算の年度末実績値と業績予想値及び市場価格から推計したため、公表数値とは異なる場合があります。  (2018年2月13日現在) 
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５．（参考）当社のビジネスモデルと市場の評価 

SPAモデル各社に対する市場の評価 

 SPAモデルの各社は、長期に渡って成長を持続することで評価を高めてきた 

 現状のPERは、36.3倍、28.4倍と高い評価となっている 
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前提：各社実績及び年度末時価総額より算出、2017年度は業績予想数値と株価より推計（2018年2月13日現在） 
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５．（参考）当社のビジネスモデルと市場の評価 

当社に対する市場の評価 

 当社の株価は利益成長に伴い上昇しており、PER水準に大きな変化はない 

 2017年11月、中期経営計画発表以降に株価は上昇するも、PERは11倍台で推移 
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当社のIR情報は、当社HPでご覧いただけます。 
http://openhouse-group.com/ir/ 

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、発表時点における情報に基づく当社の予想を

含み、さらに潜在的なリスクや不確実性を内包するものであり、将来の業績を保証するものではありません。また、本資

料で提供している情報に関しては、その情報の正確性及び安全性を保証するものではなく、予告なしに変更されることが

ございます。 

なお、本資料は情報提供を目的としており、投資勧誘を目的としたものではありません。 

― 免責事項 ― 


